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資料

ドイツ帝国取引所法1896年 6月22臼

序←ードイツ市関取引所法について

取引所法1896年5月22日

I .取引所及びその機関に関する〕役的規定

II.取引所価格の篠定及び仲立人制度

序一一ドイツ帝国取引所法について

本摘において紹介する i取引所法1896年6
月22甘」は Borsengesetz. Vom 22. Juni 

1896の全訳であり，そω出典は Reich品 a
Gesetzblatt, Nr. 15, S. 157今一176である1）。

この取引所i告が制定されるに至った経緯と

本法律の経済史的・思想史的意味について若

干のづメントを記Lておくととにしたい。

1873年の恐慌に始まり90年代中頃まで20年

りもの長期にわたった「大不祝（theGreat 

Dep工cssion)jは，穀物・訟扮製品周格の1g;
落をもたらし，そうした中で，農業者（Land‘

wirt巴〉は穀物調税率引上げの要求をエスカレ

ートさせていった。宰相ピスマルグによって

支えられた長業者ェユンカ一保護体制は， し

かし，輸出工栄の成長とともにその世界市場

確綜乃要求と相容れ5るも引となり， 90年に
はピスマルクが退陣し，輸出を指向する工業

ブルジョアジーの利害を背京としと新卒相カ

1）訳出にあたっては， O.M.マイアー， H.ブ
レーマ－J~著，山ii~ 言等男，小田和美共訳了 γ
イツ取引所法~ （みかも誉房＇ 1959年〉を参照
した。
1896年6月22日コ取引所法iま1908年5)]27 
自の取引所法；ニよヮて変更され，その後も多
少の変更が加えられたうえ， 1975年4JJ 28日
の取引j力法変更法（Ges巴tzzur Anderung d色S
Borsengesetzes〕によって大幅な変更をうけ
た。山田茂『ドイツ誌概論」 E第31坂（有受
j間， 1989年）， 59討を参照。

松野尾 裕

lll.有｛認証券の取引所取引の認可

IV.取引所定期取引

v. It：次業務
官．罰則及び附則

プリヴィの「新航路」へと政策ほ転換した。

穀物関税率引下げの実施によって穀物価格が

大きく低下する中で農業者達の農業「保護」

の闘争ムが本格化するととになる。と三に， f宅
業者二芯ユシカーは取刷所における穀物の定期

取引の盤用が穀物価格下落の一因ですノると主

張し，取引所の帝同規模での規制強化を呆た

すべく取引所法の制定を求めたのであった。

そして，例年にカプリヴィに替って宰相につ

いたホーエンローエが農業利害に対しア譲歩

する姿勢を示す中で，何年6月についiこ取引

所法公布へと至ったのである。との取引所j去

が農業利害と独占資本との利益堤捷の産物で

あったことti，大野夫二氏が「その本来めとと

みの母は，穀物定地取引の禁止により器物価

格の吊よげをfil）農ぷ者向足。頑強な運蔵tこ

あったとしても，他面で・…中小資本にたい

する大氏本の低位をs また地方取引所にたい

するベルリン取引所の震位を促進し，独占資

本の利益；こもi浮応してけた点：二留意すべきで

あるY と述べておられる通りである。
1896年の恥引所法が如何なる靖男Lをもたら

したかについては，同法が1908年lこ変更され

ざるま件なくなったことを論じた閃ーが，

「一八九六年ノ取引所法ノ、近年文明国ニ於ケ

ノレ法制中故降、主一ナル；nur浪ヲ取引所ニ加へタル

ヰ｝大野菜二 r ドイツ念品虫資本成立J史論~ （有契
ltt 1956年）.191点。
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モノニシテ其実施後取引所ノ衰退著シグ・

此峻厳ナル制限法ハ其目的ヲ達スル能ハズシ

テ却テ弊寄ヲ生タタリJと述べて，その「弊
害」をおおよそ次のようにまとめている。

第1。取引所における定期取引への参加資

格を定めた「取引所登記」の規定（第55条〉

は，当初より当業者の嫌悪したものであって，

「取引所登記」への登録を申し出る者は少なか

った。取引所法施行後3,4年間は市況が好調

であったため失敗者は少なし未登録による

弊害が顕在化することもなかったが， 1900年

に市玩が悪化すると，失敗者が続出し，これ

ら失敗者のうちに取引所法を楕として債務の

弁済を把む者が現われた。すなわち，取引所

法によれば登録されていない者の取引は法的

に無効であるから取引上損失を蒙った者は自

己の未量録を口実として債務の弁済を拒むこ

とになったのである。プロイセン商務大臣の

取引所法改正案説明では，ある投機者は同ー

の株券でもって同時に複数の銀行と売買二様

の契約を結び，結呆的に利益となった取引の

みを履行し損失を出した取引は否認するとい

った事態まで生じたといわれている。

第2。定期取引の大幅な制限による現金ニ

現物取引への取引の集中は株式取引業者（銀

行〉の著しい淘汰をもたらした。例えばベル

リンでは3行の仲立入銀行が定期取引の清算

を主要業務として営業していたが，そのうち

の2行が閉鎖に追い込まれたとLけ。この結

果，まず，現金取引は定期取引よりも当然多

額の資金を必要とするものであるからベルリ

ンの金利は常に高率となり，また，巨額の資

金要求に対して地方の小銀行は応ずることが

出来ずベルリンを中心とする大銀行の勢力が

一気に拡大したのである。さらに，定期取引

の制限はドイツの取引所の国際的地位を低下

させ， ドイツの担行が諸外国から受けていた

取引の註文は大きく減少することとなったの

3〕関一「英独取引所ノ改革案」『国家学会雑誌』
第22巻第5号〔1908年）所収， 86 90頁。

である3）。

さて， 1896年の取引所法は全82条から成h

6つに区分されている。すなわち， I取引所

及びその機関に関する一般的規定：第1条～

第28条， E取引所価格の確定及び仲立人制

度：第29条～第35条， E有価証券の取引所取

引の認可：第36条～第47条， N取引所定期取

引：第48条～第69条， V取次業務：第70条～

第74条， VI罰則及び附則：第75条～第82条で

ある。これらの条項は，この取引所法の制定

に先立って1892年～93年に設けられた宰相へ

の諮問機関である取引所アンケート委員会

(Borsen Enquete-Kommission）が答申した

同委員会の「決議」りを土台としてつくられ

たものである。しかし， 「穀物及び穀粉製品

についての取引所での定期取引は禁止され

る」と定めた一一農業利害がついに実現させ

た一一第50条第3項などは「決議」にはなか

ったものであり，カプリヴィからホーエンロ

ーエへの交替期における社会勢力関係の移動

を示すものとして興味深いが，との経緯を明

ちかにするには帝国議会における審議過程へ

の立ち入った分析をまたねlまならない。

取引所i去は帝国法ではあるけれども，第l

条において取引所に対する監督は邦政府の専

管事項であることを規定し，また第4条では

各取引所ごとに定められる取引所規則の認可

l土邦政府によって行なわれるとするなど，邦

政府の権限を大幅に認めた内容のものとなっ

ている。この点は，取引所法の施行をめくっ

て，帝国レベルでの取引所の統一的・画一的

規制がどの範囲まで可能であるかという，取

引所に対する国家監督強化を求める農業利害

側と，それに反対する商業利害側との確執の

新たな火だねとなるものであった。とりわけ，

第4条第2項に定められた「邦政府は，取引

所規則の中に，特定の規定，特に，商品取引

4）拙稿「ドイツ取引所アンケート委員会(1892
93年〉」『立教経済学研究』箆43巻第1号(1989
年〉所収， 190-201]'＇｛を参照。
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所理事会に農業，農業的副業及び製粉業界の

適切な代表者を加える旨の規定を設けること

を命ずることができる」とした規定は，農業

利害が取引所の管理・運営全般ι直接に関与
することを可能にするものであっただけに，

この規定の扱いをめぐっては激しい利害対立

が生じたのである。

「中小資木にたいする大資本の優位」を決

定づけたのは第39条の次の規定である。すな

わち，「株式会社あるいは株式合資会社に組識

変更をした企業の株式の取引所取引について

の認可は，商業登記簿への会社の登録後l年

経過i詑，並びに初年皮の貸借対照表及び損益

計算書の公表前には， 行なわれなLづ。 そし

て，第50条第2項は有価証券の取引所定期取

引について次の通り規定している。 「鉱山及

び工業企業の株式についての取引所定期取引

は禁止される。その他の蛍利会社の株式につ

いての取引所定期取引は，当該嘗利会社の資

本金が少なくとも 2,000万マルクの額でめる

場合に限り，認可されることができる」。さら

に，証券業者の不評を買い，そのうえ「実業

界ノ腐敗ヲ需致スルj （関ー〉結果を招いた

ものが， 「商業登記手続を所轄する裁判所I;t, 

商品及び有価証券に関する取引所登記を扱

うJc第54条〉， 「取引所登記においては，商
品あるいは有価証券についての取引所定期取

引に参加を希望する者の，姓名，身分， jえび

居住地が登録される」 （第55条〉とした「取

引所登記」に関する規定である。これらの規

定が悪用されたことは前述した通りである。

その他， 「身分仲間の自己訓練」 （マック

ス・ヴェーパー）の機関としての「名誉裁判

所」に関して（第9条～第27条〉，取引所の

公定価格の確定に協力する「相場仲立人」に

関して（第30条～第33条），そして顧客との信

5）拙格「一九世紀末取引所改卒問題とマック
ス・ヴェーパーの政策，思想J住谷一彦・関村
｛言一・小称純編『ドイツ国民経済の来的研究』
（御茶の水害房， 1985年〉所収を参照。

頼関係を維持すべき「取次人」に関してく第70

条～第74条）など，それぞれアンケート委員

会での討議にもとづいて相当に詳細な規定が

定められてかり，これらの規定の中lニ取号｜所

=T!T場を担う人間の「百」の問思を読み取ろ

うとしたのが若き白のマックス・グェーパー

であっ竺5）。

取引所法1896年6月22日

神の御恵、みによりドイツ皇帝，プロイセン

王等たる朕グィノレヘルムは，連邦参議院及び

帝国議会の承認の後，帝国の名において制定

する。以下のとおり。

I 取引所及びその機関に関する一般

的規定

第1条取引所の設立は邦政府の認可を必要

とする。邦政府は既設の取引所の麗止を命

する権限を有する。

邦政府は取引所；ニ対する監督を行なう。

邦政府は，車接的な監督を商業諸機関（商

業会議所，商人団体〉に委任するととがで

きる。

決済事務所，清算所，清算組合及びこ札

lこ類する施設等，取引所取引に関係する組

織も，邦政府の監督及び直接的な監督を委

任された商業機関の監督に服する。

第2条取引所iこは，邦政府の機関として邦

監督官が任命される。邦監督官は，取引所

における完買取引，並びに取引所に関して

公布ぎれた法律及び施行規則の遵守につい

て，邦政府の詳細な命令に従って監督する

ことが義務づけられる。邦監督官は取引所

機関の審議に出席し，生じている不法行為

について取引所機関に警告を発する権保を

有する。邦監督官は不適切な事実及びその

是正案について指示する。

連邦参議院の承認を得て，個々の取引所

に関して邦監督官の活動h 名誉裁判につ
いての手続上の関与に限定すろことができ
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る。また小規模な取引所においては，邦監

督官の任命~行なわないことができる。

第3条 こめ法律により連邦参議院の決議に

付託された事項に関して審議を行なうため

に，専門機関として取引所委員会が設置さ

れる。取引所委員会は帝国宰相に意見を具

申し，また専門家を尋問する権限を有すろ。

取引所委員会は，少なくとむ30名の委員

によって構成される。委員は連邦参議院に

よって5年毎に定期的に選任される。ただ

し再選を妨げなL、。委員の半数は取引所機

関の提案に基づいて選任される。

各取引所ごとに提案すべき人数について

は連邦参議院が定める。他の半数は農業界

及び工業界から適切な考慮に基づいて選住

される。

委員会の業務規則は，同委員会の意見を

聴取した後，連邦参議院によって定められ

る。連邦参議院は，委員に支給が認められ

るべき日当及び旅費についても定める。

第4条各取引所に関して取引所規則が定め

られる。

取引所規則の認可は邦政府によって行な

われる。邦政府は，取引所規則の中に，特

定の規定，特に，商品取引所理事会に農業，

農業的副業及び製粉業界の適切な代表者を

加える旨の規定を設けることを命ずること

ができる。

第5条取引所規則は次の事項を規定しなけ

ればならない。

1. 取引所の管理及びその機関。

2. 取引所施設で行なわれる売買取引部

門。

3. 取引所入場認可の条件。

4. 価格・相場建ての方法。

第6条取引所規則は，この法律の特定の規

定（第40条，第41条，第51条，第52条〕に

抵触しない限り，第5条第2号！こよって示

される以外の売買取引部門に関して，取引

所施設の使用を認可することができる。こ

の場合，取引所閣係者は使用に関する詰求

を行なうととができない。連邦参議院は，

特定の売買取引部l11Jtこ関して取引所施設の

使用を禁止する，あるいl土条件を付する権

限を有する。

第7条次の者l土取引所に入場することがで

ぎない。

1. 女性である者。

2. 公民権を有しない者。

3. 自己の財産処分にういて裁判所の命

令ιよって制服を加えられている者。
4. 詐欺破産により確定判決を受けた者。

5. 普通破産により確定判決を受けた者。

6. 支払不能の状態にある者。

7. 名誉裁判所の確定判決あるし、は即時

有効の判決により，取引所への入場禁

止を宣告された者。

取引所入場についての認可あるいは再認

可は，第2号及び第3号の場合にほ，禁止

事由が除去される前には，第 5~すの場合に

は，刑が終了し，時効になり，あるし、l土放

免された後6ヶ尽を経過する前には，行な

われない。第5号及び第6号の場合には，

全債権者に対する債務が弁減，免除，ある

L、は猶予によって整理されたことを取引所

理事会が証明した時に限り，認可が行なわ

れる。たびかさなって支払不能となり，あ

るいは破産した者は，認可あるいは再認可

を少なくとも 1年同は拒否されなければな

らない。第4号の場合には，認可l土永久に

行なわれない。

取引所規則はその他の禁止事由を規定す

ることができる。

取引所機関の申請に基づいて，邦政府は，

特定の場合において取引所入場禁止に関す

る規定の例外を認めることができる。

第8条取引所監督官庁は，取引所における

秩序の維持並びに売買取引に関する命令を

発する柱限を有する。

取引所内における秩序の管理は取引所理
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事会の義務である。取引所盟事会は，取引

所における秩序並びに売買取引を妨げる者

乞即時に取引所内から退去させ，かつ，

一時的に入場を禁止し，またlま罰金をもっ

て処する権限を有する。これらの処罰の最

高限度は取引所規則によっで定められる。

取引所への入場の禁止は，取引所監督官庁

の承認をもって，取引所内での掲示によっ

て公告される。

処罰に対しては，取引所規則によって定

められた期間内に，取引所監督官庁への抗

告を行なうことができる。

取引所における秩序あるいは売買取引に

反する目的をもって取引所に入場しようと

する者は，取引所への入場が禁止される。

：第9条各取引所に名誉裁判所が設置される。

名誉裁判所は，取引所に対する直接的な監

督が商業機関に委任されている場合（第1

条第2項〉には，との監督機関の全体ある

いはそこから選出される委員によって構成

され，その他の場合には，取引所機関によ

って選出された委員によって構成される。

名誉裁判所の構成に関する一層詳細な規定

は邦政府によって定められる。

第10条名誉裁判所は，取引所における取引

所入場者の活動に関連して，名誉あるいは

商人としての信用に対する要求に反すろ行

為を行なった取引所入場者について，審理

を行なう。

第11条名誉裁判手続の開始あるいはその拒

否については邦監督官（第ヰ条〕に通知さ

れる。邦監督官lま名誉裁判手続の開始を要

求することができる。こめ要求並びに邦監

督官によって申し出されるあらゆる証拠申

請は，拒否されではならない。邦監督官は

すべての審理に出席し，その有用と認める

意見並ひφに被告人に対する尋問，証人及び

専門家の出廷についての権限を有する。

i第12条公判準備のために，名誉裁判所は，

委員に予審の執行を委任することができる。

予審二おいて，被告人は告訴事案の通知に

基づいて召喚され，被告人が出廷した場合

には，被告人による説明及ひや意見が聴取さ

れる。

証人並びに専門家は，宣誓を行なうこと

なしに，尋問を受ける。

第13条名誉裁判所lま，邦監督官の承認を得

て，手続を中止することができる。それ以

外の場合には，公半u期日が決定される。
第14条名誉裁判所の公半ljは，被告人が出廷

しない場合においても開かれる。公判は非

公開とする。名誉裁判所は審理の公開を命

ずることができる。邦監督官あるいは被告

人の要求がある場合には，公聞を命じなけ

ればならない。ただし裁判所構成法第173

条に定められた条件に該当する場合には，

この限りでない。

被告人は弁護人による補佐を利用する権

利を有する。

名誉裁判所は，証人及び専門家を召喚し

宣誓に基づく尋問を行なう権限を有する。

第15条処罰は，懲戒，一時的あふ、は永久

的な取引所入場禁止とする。

不名誉な行為ではなく取引所における秩

序あるいは売買取引の妨害である場合には，

名誉裁判所は第8条第2項の規定に基づい

て処罰を行なうととができる。

第四条判決は，口賞による審理が終結され

た法廷において，理由を付して言い渡され

るか，あるいは，審理終結後遅くとも 2週

間以内に理由を付した文書の送達をもって

邦監督官及び被告人に届けられる。

出廷しなかヮた被告人に対しては，言い

渡された判決法，当然，送達される。邦監

督官及び被告人ii，その出廷のもとにおけ

る判決の言い渡しに際して，理由を付した

文書の送達をも請求することができる。

名誉裁判所は，判決において，その判決

を公示することについて，及び公示の方法

について決定することができる。
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名誉裁判所i;l:，一時的あるいは永久的な

入場禁止の判決を買い渡した場合には，判

決グ）~ij力が即時；こ発生する旨を命ずること

がすごる。

無罪の判決を受け之被告人の請求に基づ

いて，裁判所は無罪公告を命ずる。

第17粂名誉裁判所の判決に対して，邦監督

官更が被舎人！土，定期的に開設きれる控辞

部へ控訴することができる。

控訴部は裁判長と 6名の陪審員によって

構成される。裁判長l土述帰参議院によって

住命される。陪審員！正取分i所委員会によっ

て，取引所機関の提案に基づいて任命され

た委長から選出される。陪審員については，

同一取引所に所属する者が2名を越えるこ

と！土台められなし、

ぷ判長及び陪審員に同レて，同」の方法

により，各代理者が定められる。

判決を言い渡す法廷においては，同一取

引所に所属する陪審員が2名以上関与する

こ正！±；忍めちれない。

第四条控訴は，判決を言い渡した名誉裁判

所において記録するか，あるいは文書によ

って提起すふ。

控訴の現起期尚はH昼間とする。

前項の期間l土，判決が言い渡きれる場合

には，邦監督官及ひ：8：廷した被告人に対す
る言L吋度しをもって，その他の場合には，

判決の送達をもヮて起評される。

第19条控訴の提起後， :fj）拡督官尊びe二被告

人に対して，その控訴された判決が理由を

付して送達されていない場合には，それが

送遣される。

第20条控訴が適切に提起されたj具合には，

控訴についての常国による申立てξ行な主

ために，さらに1週間の期間が与えられる。

この期間は，開訴提起WJ悶の満了をもって，
あるいは，その期間舟に判決が送達されて

¥ 、かい場合に！土その竺還をもって起みさ

れる。

第21条 被告人丹控訴状兵ひやその他の申立吉（

等は邦監督官に通知され，邦監督官の控訴

状及びそめ他の申立書写は被告人に遇知さ

れる。通知と支けた後l週間以内に答弁事

を提出することができる。

第22条 控訴に関する申立て及ひや答弁につい

ての期間↓ま，名誉裁判所の提議に基づいて

延長されるととができろ。

第23条第18条，第20条，第21条，及び第22

条に想定された期間の満了後，諸書類l立控マ

訴部：こ送付される。審理のために，被告人

主主ぴに邦監画官が召換される。

控訴部lま事実を明らかにするために，事：

前に証言耳！と点を行なうことができる。

控訴部についての訴訟手続についてii,

第11条，第11条，第15条，及び治16粂の規

定が適用ごれる。

第24条予審における尋問及び公判に関して

は， f宣誓を行なった調書作成者によっ

書が作成される。

第25条処罰とともに，訴訟手続！こ裂した現

金支用の全長iふりるい；土・部についての賠償
が言い渡される。

第26条裁判r'rl土，名誉裁判所及び控訴部の
依頼に応じて，証人及ひ。専門家に対ーする尋｝

問ぞ行なう養務主有すろ。

第27条取引川：こ対する監督、を委任された

閣は，名誉裁判手続をとる必要がある車引

所入J若者の行為を弗町量官iこ，言、た邦監督

官か設置されていない場合口は，名誉裁判1

所に通知する義務を有するc

第28条取引所沖裁裁司所の判断に報する

の合志；正，当事者双方が商人であるか，あ

ろし、；ま当該売買取引部門に関して取引所登

記 i第別条〉に登録己えしている場合あるい
は係争事件の発生の後に仲裁裁判所に殺す

ることが成立している場合に限り，当事段

を拘束する。
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宜 取引所価格の確定及び仲立人制度

第29条取引所価格が公的に確定される商品

あるいは有価証券については，その確定は，

現金売買取引及び先物売買取引のいずれに

おいても，取引所理事会によって行なわれ

る。ただし取引所規則が，他の職業部門の

代表者がその確定に協力すべき旨を規定し

ている場合には，この限りでない。

確定に際しては，邦監督官，取引所理事，

取引所事務局，相場仲立人，及び取引所規

則がその協力を規定している関係職業部門

Iの代表者以外は，何人も立会うことが認め

られない。

取引所における取引の実際の売買状況と

一致する価格が取引所価花、として確定され

る。

第30条商品及び有価証券の取引所価格の公

的な確定に際しての協力のために，補助者

（相場仲立人〉が任命される。相場仲立人

ば，相場仲立人としての活動を遂行する場

合に限り，当該商品あるいは有価証券につ

いての取引所売買取引の仲介を行なわなけ

ればならない。相場仲立人は邦政府によっ

て任免され，その就任に先立ち相場仲立人

としての専念、義務を誠実に履行する旨の宣

誓を行なう。

相場仲立人の代表団（仲立人会議所〉は，

相場仲立人の新たな任命，また各仲立人へ

の業務の配分に際して，専門家としての意

見を聴取される。相場仲立人の任免及び相

場仲立人代表団に関する，並びに邦監督官

及び取引所機関に対する相場仲立人の関係

に関する，一層詳細な規定は邦政府によっ

て定められる。

第31条商品あるいは有価証券についての売

買取引における取引所価格の公的な確定に

際しては，相場仲立入の仲介によって締結

された売買取引に限り考慮きれるべきとと

が要求される。取引所理事会l土，他の売買

取引をも考慮、に入れる権限を妨げられない。

第32条相場仲立人は，相場仲立人が取引所

価格の公的な確定に協力する売買取引部門

において，相場仲立人が引受けた注文の執

行のために必要な場合に限り，自己の計算

あるいは自己の名義に苦ういて商取引を締結

し，あるいは相場仲立人によって仲介され

た売買取引について保証を引受けろととが

認められる。この規定の遵守を監視する方

法については邦政府が定める。締結された

売買取引の効力は，これによって妨げられ

ない。

相場仲立人は，邦政府が例外を認めない

限り，他の商業に従事し，また有限責任社

員あるいは匿名社員等に関係することは認

められなL、。同様に，相場仲立人は，商人

との聞で，支配人，商業代理人，あるいは

商業使用人の関係となることは認められな

し、。

第33条商法典第67条第2項，第71条第l項，

第72～74条，第76条，第79～83条に含まれ

ている規定は，相場仲立人に対して適用さ

れる。

相場仲立人によって使用される日記帳は，

連続する数字を付した 1頁ごとに記入され

なければならず，また頁数の確認を受ける

ために取引所理事会に提出されなければな

らない。

相場仲立人が死亡するか，あるいはその

職を失った場合じは，日記i援は取引所理事

会に保管される。

第34条取引所売買取引の仲介に関しては，

商法典第66条に定められた商事仲立人の公

的な任免は行なわれない。これまでに行な

われた伍免はその効力を失なう。

商法典第311条，第343条，第348条，第

354条，第357条，第365条，第366条，第

387条に基づいて， 商事仲立人によって行

なわれる売却の実行に関しては，指空され

た方法による売却または競売の実行につい
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て公的な権械を与えられた崩事仲立人と並

んで，相場仲立人も権限を有する。

第35条連邦参議院は次の権民ぞ;ft"'"tる。

1. 第29条第l境及び第2；民，第30条，

及び篇31条心規定とiム異なる，商品あるい

は有価証券の取引所価格の公的な確定を，

個別的にH支出j斤に対して認可すること。
2. 特定の商品の取引所価格の公的な確

定を，全般的にあふ：、は個別的にl！＇.＜＇.引所に

交すして先ーすること。

3. 1毎品川惜の肱定の産院となるべき数

量及び有価証券価悩の確定の標準となるべ

きJ恒宵（こ関すう原則の統一を図る規定を7ど

めること。

前J11；若2号，第3＞~－ 1ニ品げられに命令に

ついての邦政府の権限は，連邦参議院がそ

の権限：こ基づいて命令を発していない限り，

；ずられi；山、この命令は帝国宰相に通知

される。

IlI 有価証長の取すi所取引の認可

第36条 ff価証券の11又idl所取引の認可｛土，各
取引所・の委員会（上場認可局）によヮて行

なわれる。その委員のうち少なくとむ半数

は，有価証券に関する取引所登記（第54条）

されてけなレ弁lこよ v て構成される。

有価証券の取引所取引の認可に闘する審

査及ぴ決議二除しマば，当該有鏑註芳の取

引所取引のための上場に関与す三委員i土参

加すろことができない。参加することので

きない委員ぷついてω代理者が，取引所規
則によるー麿詳細任期君！こ書きついで，任命

される。

上時認可局！土iえの梓利及び義務そ有する。

aノ発行されろ有j函証券iι関する基礎蛍

料となろ丈舎の長出今要求しかっその文

玄J菌；五ます必乙と。

bヲ発行きれる有何証券の評価の7三めに

不可えな事実上，法律上のあらゆる事J民主

公衆が可能な限り知るように配慮するこ

と，かつ記載が不完全な場合には発行を認

可しないとと。

c）著しく公共の利益が侵害ぎれろ場合，w

あろいは公衆を欺〈ことが明らかな場合に

は，発行主認可しないこと。

上場認可局は，理由吉幸堅手与すろととなく

認1i]2：拒否すろととがでとる。 Jとο他，よ
場認可局の構成及び認11］局の決定に対する

抗缶の承認二関す号規定は，取引所規則に

よって定められる。上場認可局l土，取引所

取引の認可吉受けている有価証券の取引所

取引を禁止する権限を有する。

ドイツω帝国国｛責及びJI；演の認可をかa否

することl立認められない。

第37条一取引所のり品認可局によコて，

価証券の取引所収引の認可申請が拒否され

た場合には，問認可局は，その位οドイツ
内の有価高券に［司する取引所の理事会にそ

の旨を通知！ j る。その際，そのK~否が地域

的な事情 ~： 苦慮したためでみるか，あるい

はその他の理由によるものであるかが申告

される。後者の壊f合；こは，イ也の取引所での

上場は，先に上場認可を拒否した認可埼の

ま得たときに限り，認められる。

上場認可申請者は，他の取引所に対して

すでに中詰走行なソていらが，めるいは河

口告に中誌を行なっているかを中告しなけれ

ばならない。後者の場合：こは，；有問証券の

上場は，他のと場認可局の承諾を得たとき

に限り，認められも。

第38条有価証券のよ場認可申請が提出され

た後，上場：mwJ局ば，上場されろ有価証券
についてω上場認可申請会祉の手当祢，金議A
並ぞf1三種顎を明示Lて，申請の公舎を行な

号令公告と取引所よ場との悶には少なくと

も6円の期間がおかれなければならない。

よ場認可ι先立コて， ドイツの帝国国民
あろいは邦債以外については，上場とれろ

証訟の価値の評価斗廻する本質的な事項が

記載された霞諭見書が公表される。内容の
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変更及び増資の場合についても同様とみな

される。臼論見書：ま，流通される総額，並

びに一時的に流通から遮断される総額及び

との遮断期聞を明らかにしなければならな

L、。

債券の場合，帝国あるいは各邦が利子支

払及び元金償還のすべてについて保証する

債券，地方公共団体の債券，地方公共団体

設立の信用機関の債券，並びに邦の監督、下

に設立された抵当証券機関の債券について

は，邦政府（第l条〕は目論見書の提出義

務を免除することができる。

第四条株式会社あるいは抹式合資会社に組

織変更をした企業の株式の取引所取引につ

いての認司は，商業登記簿への会社の登録

後1年経過前，並びに初年度の貸借対照表

及び損益計算書会の公表前には，行なわれな

い。特別の場合には，邦政府（第1条〉は

この期聞を全部あるいは一部免除すること

ができる。

外国企業の持分証券あるいは国家による

保証のない債券の上場認可については，発

行者が貸借対照表並びに損益計算書を， 5 

年間毎年，その確定後，上場認可局が指定

する 1つ以上のドイツの新聞紙上に公告し

ていることを条件に行なわれる。

第40条公募される有価証券については，応

募者への割当の終了前には，価格の公的な

確定は行なわれなL、。割当終了前には，当

該証券の売買取引は取引所施設を利用する

ことができず，かつ相場仲立人は相場建て

を行なうことを認められない。また当該売

買取引に関する価格表（相場表〉が公表さ

れること，あるいは機械による印刷をもっ

て配布されることは認められない。

第41条取引所取引への上場認可を拒否され

た有価証券，あるいは上場申請が行なわれ

ていない有価証券については，価格の公的

な確定を行なうととは認められない。これ

らの有価証券についての売買取引は，取引

所施設を利用することができず，かつ相場

仲立人による仲介は認められない。取引所

において締結された売買取引に関しても，

価格表（相場表）が公表されること，ある

L、は機械による印刷をもって配布されるこ

とは認められない。ただし取引所規則カf特

に例外を認めている場合ぷは，この限りで

ない。

第42条連邦参議院は，各取引所における抹

式の土場認可に際しての基準となるべき資

本金の最低額並びに取引所取引が認可され

る有価証券の1株の最低額を決定する。

上場認可局の職務及び上場認可に関する

一層広範な規定は，連邦参議院によって定

められる。

補足規定を定める邦政府の権限は，これ

によヮて妨げられない。邦政府が定める規

定は帝国宰相に通知される。

第43条有価証券の取引所~'.ziJ Iの認可の基礎

となる目論見書において，有価証券の価値

の評価にとって重要な事項が不正確である

場合に，目論見書を発行した者並びに目論

見書を発行させた者は，その不正確を知っ

ていたか，あるいは重大な過失がなければ

知っていたにちがいない場合には，連帯し

て，当該有価証券の各所有者に対して，記

載とは相違する事態、によって与えられた損

害について賠償の責に任ずる。重要な事実

の記載の欠落による不完全な目論見書が，

故意による隠蔽に基づいているか，あるい

は目論見書を発行した者または目論見書を

発行させた者による十分な調査の故意によ

る怠慢に基づいている場合！こも，同様とみ

なされる。

賠償義務Ii，目論見書の記載が第三者の

意見に基づくとみなされることによっては，

免がれることはできないc

第44条賠償義務は，目論見書に基づいてよ

場認可され，国内において締結された売買

取引によって所有者が取得した有価証券に
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眼定される。

賠償義務者は，所有者の証明する有価証

券の取得価格あるL、は上場の際に当該有価

証券が有した相場価格でもって有価証券を

引き取ることにより，賠償義務を履行する。

証券の所有者が，取得の際に目論見書の

記載が不正確あるいは不完全であることを

知っていた場合，また，証券の所有者が，

取得の際に目論見書の記載の不正確を，自

己の業務におけると同様の注意をはらうこ

とによって知らなければならなかった場合

には，賠償義務は生じない。ただし，賠償

義務が故意によってなされた行為に基づく

場合には，この限りでない。

第45条賠償請求権は，有価証券の上場認可

から起算して5年の経過をもって時効を受

ける。時効は，未成年者及びその後見人，

並びに法的に未成年者の権利が付与されて

いる法人に対しでも，原状復帰を認めるこ

となしに有効である。ただし後見人及び管

財人に対する賠償請求権は留保される。

第46条第43条ないし第45条に基づいて規定

される賠償責任の軽減あるいは免除につい

ての合意は無効で、ある。

民法の規定により，契約に基づいて申し

立てられることのできる請求権は妨げない。

第47条第43条ないし第46条に基づく請求権

の決定については，訴訟物の価額とは関係

なく，有価証券が上場されている取引所所

在地の地方裁判所が管轄権を有する。地方

裁判所に商事部が設けられている場合には，

訴訟は商事部に属する。上級地方裁判所の

判決に対する上告並びに抗告は，帝国裁判

所に提起される。

N 取引所定期取引

第48条商品あるいは有価証券について，特

定の受渡期日に基づいた，あるいは特定の

受渡期限を伴った買入その他の調達行為が，

取引所理事会によって定められた定期取引

に関する取引条件に従って締結され，かつ

当該取引所で締結される定期取引に関して

定期価格の公的な確定が行なわれる（第29

条，第35条〉場合，この行為は取引所定期

売買取引とみなされる。

第49条取引所機関は，一層詳細な取引所規

則の規定に従って，商品及び有価証券の取

引所定期取引についての認可を決定する。

取引所機関は，商品の取引所定期取引を

認可する前に，各場合について，関係産業

部門代表者の意見を聴取し，かっその結果

を帝国宰相に報告しなければならない。認

可は，帝国宰相がさらに詳細な調査のため

の理由を見出さない旨の意思表示をした後

に，行なわれる。

第50条連邦参議院は，取引所定期取引をー

定の条件に基づかせる，あるいは特定の商

品または有価証券について禁止する権限を

有する。

鉱山及び工業企業の株式についての取引

所定期取引は禁止される。その他の営利会

社の株式についての取引所定期取引は，当

該営利会社の資本金が少なくとも 2,000万

マルクの額である場合に限り，認可される

ことができる。

穀物及び穀粉製品についての取引所での

定期取引は禁止される。

第51条特定の商品あるいは有価証券につい

ての取引所定期取引が，この法律によりあ

るいは連邦参議院により禁止され，あるい

は取引所定期取引の認可が，取引所機関に

より最終的に拒否された場合には，当該商

品あるいは有価証券についての取引所定期

売買取引は，取引所施設の利用，また相場

仲立人による仲介を禁止される。これらの

売買取引については，国内において締結さ

れる限り，価格表（相場表〕が公表される

こと，あるいは機械による印刷をもって配

布されることは認められない。

同様に，取引所機闘が関与しない定期取
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引は，取引所定期売買取引の通常の形態で

もって実施される限り，取引所では禁止さ

れる。

第52条 商品あるいは有価証券についての取

引所定期取引の認可申請が行なわれない場

合には，実際に行なわれている定期取引は

取引所監督官庁によって，第51条において

規定された効力をもって禁止される。

第53条商品についての取引所定期取引にお

いて，売方が解約告知の後に契約外の商品

を引渡した場合：こは，当該売方法，引渡期

限満了前であっても，履行遅滞となる。

前項の規定に反する合意は無効である。

；第54条商業登記手続を所轄する裁判所は，

商品及び有価証券i二関する故引jfr"登記を訟

う。邦政府は，いくつかの裁判所の区域に

関する登記手続を，ひとつの裁判所に附託

することができる。

第55条取引所登記においては，商品あるい

は有価証券についての取引所定期取引に参

加を希望する者の，姓名，身分，及び居住

地が登録される。商事会社あるいは法人の

登録に関しては，当該会社名あるいは所有

者姓名，並びに本拠地が登録される。

登録は，登録希望者が営業地として定め

た，あるいは営業地を定めない場合には，

登録希望者の居住地がある区域における登

記によって行なわれる。首業地あるいは居

住地を移す場合には，登録は，それまでの

区域における登記を削除した後，新しし、区

誠二おける登記iι 無料でむコて移される。
第56条取引所登記は公開される。取引所登

記の開覧は，遁？！？の業務時間内において，

何人にも許可される。登記簿について，手

数料の納付と引替えに登記簿の騰本を必要

とする場合には，これは請求に基づいて許

可される。

第57条取引所長ま記への登録のためには，

150マルクの登録手数料が納付される。

登録を継続する問は，次暦年ごとに， 25

マルクの継続手数料が納付される。

手数料は，邦政府が特別に定めない限り，

邦0）会計；こ入る。

第58条登録申請は登録希望者が行なう。た

だし，登録希望者が，契約によって義務を

負うことができない場合には，法定代理人

がこれを行なう。

親権の下にある子女，及び尚届の女主人

以外の妻は，父親あるいは夫の承諾を必要

とする。

後見されている者，あるいi土保護（財産

管理〉されている者の法定代理人は，後見

局の承諾を必要とする。

第四条登録申請は，取引所登記を管轄する

裁判所伝おいて， U扇によって記録される

か，あるいは書部をもって提出される。

書河による申請は，裁判所あるし、は公証

人によって作成されるか，あるいは認定さ

れなければならない。

前項の規定は，必要とされる承沼（第58

条）についても適用される。

公的機関の申謂及び言明は，規定に従っ

て署名，捺印が行なわれている場合には，

認定を必要としなし、

第60条登録申請は，登録希望者は商品ある

いは有価証券についての取引所定期売買取

引への従事を希望する旨の言明を含むもあ

とする。

第61条商品に関する登記における登録申請

は，特定の売買取引部門に限定されること

ができる。売買取引部門を拡大する場合に

は，申請に基づいて，無料でもって，登錯

が拡大されるか，あるいは登録需の限定が

抹消される。第58条，第59条の規定は，こ

の申請に準用される。

第62条登録は，裁判所によって，その全舟

容について，登録者の費用負担でもって，

遅滞なし帝国官報並びに，商業蓋記につ

いての登録公告に関する商法典第14条にお

いて規定されていろ帝国語公報に公表され
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る。

第63条登録の抹消は，登録者あるいは登録

者の法定代理人の申請に基づいて，無料で

もって，抹消申請が提出された年の年末に

行なわれる。親権の下にある子女，並びに

商店の女主人以外の妻に関しでは，父親あ

るいは夫の中請でもって足りる。

抹消申請は，裁判所において，口頭によ

コて記録されるか，あるいは，裁判所ある

L、は公証人による認定に基づく書面をもっ

て提出される。第59条第4項の規定が準用

される。

第64条第58条の規定に従わないで行なわれ

た登録は，その最庇が適当な期間に取り除

かれない限り，公式手続をもって抹消され

る。

登録l立，翌年の継続手数料が当年の最後

から 2番目の月末までに納付されない場合

には，公式手続をもって抹消される。

第65条裁判所は，暦年の開始とともに， l

丹1日現在において有効に登録されている

者についての一覧表を作成する。

ベルリン市地区を管曙する裁判所は，そ

の他の裁判所から，その年の1月31日まで

に，それぞれの一覧表の送達を受け，その

受理の後，遅滞なく，総合一覧表を作成し

帝国官報によって公表する。

第66条 売買取引締結時において当事者双方

が取引所登記に登録されていない売買取引

部門における取引所定期取引によっては，

権利関係は発生しない。

取引所定期取引の締結を且的とする注文

の委託及び受託並びに提捷についても同様

である。

特定の保証及び債務の承認、も無効である。

売買取引の清算の際に，あるいはその後

に売買取引の清算のためになされた給付の

返還を請求することはできなL、。

第67条第58条の規定に従わないで登録され

た者は，売買取引締結時に顎庇を他方の当

事者が知らない場合に限り，登録されてい

るものとみなされる。

取引所量記及び総合一覧表（第65条〉に

おいて抹消されているべきであるにもかか

わらず，記載されている者は，売買取引締

結時に他方の当事者が抹消がなぎれている

ことを知らない場合に眠り，登録されてい

るものとみなされる。抹滑により総合一覧

表には掲載されることのない者心ついてのι

一覧表が公表された後， 1ヶ耳満了までは

同椅ミとみなされる。

第68条第66条の規定は，売買取引が国外に

おいて締結あるいは履行される場合につい

ても適用される。

国内に営業地も居住地も有さない者につ

いては，売買取引活動に関して取引所登記

への登訴は必要なh、。

第69条取引所定期売買取引，並びに取引所

定期売買取引の締結を目的とする注文の委

託及び受託並びに提携から生ずる要求に対

する，売買取引締結時に当該売買取引に関

する取引所登記に登録されている者による少

並びに売買取引活動に関する前条の規定

（第68条第2項） Iこ従って取引所登記への

登録が必要とされない者による抗弁は，商

品あるいは有価証券の受渡しによる履行を

行なわない旨の契約を理由としては，行な

えない。

v 取次業務
第70条商法典第376条の規定は，第71条な

いし第74粂の規定に替えられる。

第71条取引所価格あるいは市場価格を有す

る商品及び取引所価格あるいは市場価格が

公的に確定されろ有価在券の購入あろL、は

売却を目的とする取次じおいては，注文は炉

委託者が特に指示しない限り，取次人によ

って，購入すべき商品を取次人が自ら売手

として引渡す，あるいは売却すべき商品を

取次人が自ら買手として引受けるとL、う方
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法をもって，執行される。

前項で示された注文の執行においては，

購入あるいは売却の締結に関する報告を行

なう取次人の義務は，請求する価格につい

て，注文の執行時における取引所価格ある

L、は市場価格が遵守されているということ

の証明に限定される。執行時としては，取

次人が執行通知を委託者への郵送を目的と

して発送する時点が認められる。

取引所あるいは市場の開設時間内に執行

された注文について，執行通知が取引所あ

るいは市場の閉鎖後に発送される場合には，

委託者に対して詰求される価格は，取引所

あるいは市場の閉鎖時に成立している価格

よりも不利なものであることは認められな

L、。

特定の相場（始値，平均値，終値〉によ

る注文の場合には，取次人は，執行通知の

発送の時刻とは関係なく，当該相場を委託

者の勘定に入れる権利と義務を有する。

取引所価椅あるいは市場価格が公的に確

定される有価証券及ひ令商品の場合について

は，取次人は，注文の執行の際に，自己介

入によって委託者に，公的に確定された価

格よりも不利な価格を勘定に入れることは

できない。

第2項ないし第5項の規定l土，契約によ

って変更されてはならない。

第72条 自己介入（第71条〉によって注文が

執行される場合，取次人は，注意義務を果

たしたならば，注文を，第71条に基づいて

定められた価格よりも有利に執行すること

ができたときには，委託者に対して，この

一層有利な価格を勘定に入れなければなら

ない。

取次人が，執行通知の発送前に，引受け

た別の注文によって取引所あるいは市場で

第三者と売買取引を締結した場合，取次人

は，委託者に対して，その第三者との締結

によって約更された価格よりも不利な価格

を請求することは認められない。

前項の規定は，契約によって変更されて

はならない。

第73条商品を売手として引渡す，あるいは

買手として引受ける取次人は，通常の手数

料を受取る権利を有し，かつ，取次業務の

際に通常生じるその他の経費を請求するこ

とができる。

第74条取次人が，注文の執行通知の際に，

自己介入を行なった旨を明言しない場合に

ほ，執行は，委託者の計算でもって第三者

との売買取引の締結によって行なわれたも

のとみなされる。

委託者と取次人との聞で，注文が自己介

入によって執行されたか，あるいは第三者－

との締結によって執行されたかについての

明言ι執行通知日以後に延期することを
認める旨の合意は，無効である。

注文が第三者との売買取引の締結によっ

て執行されたとみなされる場合でも，取次

人は，執行通知とともK第三者の名を通告

しない限り，売買取引の履行を保証するも

のとする。

VI 罰則及び附則

第75条商品あるいは有価証券についての取

引所価格あるいは市場価格に影響を与える

ために，詐欺の意図をもって不正な手段を

用いた者は，懲役及び1万5,000マルク以下

の罰金に処せられる。さらに，公民権を剥

奪することができる。

酌量すべき情状が存する場合には，罰金

のみを課することができる。

詐欺の意図をもって，目論見書（第38条〉

または公告に故意に不正確な記載を行ない，

それによって有価証券の応募あるいは購入，

売却を勧誘した者についても 3 同様であるο

第76条取引所価格に影響をおよぼす新聞紙

上への記事の掲載に関して，著しく不相応ー

に有利な条件を与えあるいは与えることを
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；約束し，または，与えさせあるいは与える

ことを約束さぜた者は， 1年以下の懲役及

び5,000マルク以 Fの罰金に処せられる。

前項に定める記事の掲載の中止に関して，

有利な条件を与えさせあるいは与えること

を約束させた者についても，同様である。

未遂は処罰される。

酌量すべき情状が存する場合には，需金

のみを課することができる。

第77条第40条，第41条，第51粂，第四条の

規定に違反して，価格表（相場表〉を故意

に公表し，あるいは機械による印刷をもっ

て配布した者は， 1,000マルグ以下の罰金

または拘留もしくほ6ヶ月以下の懲役に処

せられる。

第78条常習的に，利益を図る目的をもって

他人を，その無経験なあるいは軽率な判断

を利用して，その人の生業には属さない取

引所投機売買取引にそそのかした者は，懲

役及び1万5,000マルク以下の罰金に処せら

れる。さらに，公民権を剥奪することがで

きる。

第79条 自己あか、は第三者の財産上の利益

を図ることを目的に，次の各号に該当する

待為を行なった取次人は，懲役に処せられ

る。懲役による処罰の他に3,000マノレグ以

下の罰金，並びに公民権の剥奪に処するこ

とができる。

1. 締結すべき売買取引に関して，一層

有利な知識に反して，不正確な助言ある

いは情報を与えることによヮて，委託者

の財産に損害をもたらす。

2. 注文の執行あるいは売買取引の清算

の際に，故意に委託者に損害をもたらす。

酌量すべき情状が存する場合には，罰金

のみを課することができる。

末遂！士，第l号に該当する場合には，処

罰される。

第80条 E章， N章， V章，並びに第75条の

有価証券に関する規定は，手形及び外国通

貨に対しても適用される。

第81条商法典第249条d第2号は廃止され

る。

第82条 この法律は， 1897年1月1日に発効

する。ただし，第54粂ないし第65条の規定

は， 1896年11月1日に発効する。 1896年末

までになされた取引所登記への登録を， 18

97年年初以後第65条に墓つやいて取扱う。

第39条の規定は， 1896年7月1日に発効

する。取引所における定期売買取引の締結

〈第50条第3項〕については， 1897年1月

1日までに限り，この時点までに締結され

る売買取引はこの時点までに清算が行なわ

れなければならないとし、う条件に基づいて

千子なわれる。

自筆の署名及び皇帝の印章の下に保証さ

れる。

キール，余のヨット「ホーエンツォレル

ンJ上にて
1896年6且22日

〈印主主〉ヴイ Jレヘノレム
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